
申請代理人電話番号10 申請代理人
（代理申請時使用欄）

申請代理人郵便番号
申請代理人住　　所
申請代理人氏　　名 ㊞

平成　　年　　月　　日

本社(店)住所
フリガナ

本社(店)郵便番号

フリガナ

フリガナ

フリガナ

役職

商号又は名称

代表者氏名 担当者氏名

年

(内線番号 ）

担当者電話番号

実印

8

本社(店)電話番号

日本国籍会社

7

5

外資状況 1 外国籍会社

メールアドレス

本社(店)FAX番号

総職員数
(人)

3 営業年数
[国名：　　　　　　]

（外資比率：   ％） 13

12
[国名：　　　　　　]

（外資比率：   ％）

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

平成             　年度において、　吉 田 町　で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

2

3

9

4

6

11

1

[国名：　　　　　　]

－

日本国籍会社2
[国名：　　　　　　]
（外資比率：100％）

様式1-1

吉 田 町 長       　　様



様式1-2

14
01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15
吉
田
町

01 土木一式
02 建築一式
03 大工
04 左官
05 とび・土工・コンクリート
06 石
07 屋根
08 電気
09 管
10 タイル・れんが・ブロック
11 鋼構造物
12 鉄筋
13 ほ装
14 しゅんせつ
15 板金
16 ガラス
17 塗装
18 防水
19 内装仕上
20 機械器具設備
21 熱絶縁
22 電気通信
23 造園
24 さく井
25 建具
26 水道施設
27 消防施設
28 清掃施設

そ の 他
合 計

記載要領
1.当町に参加希望する工種について③の吉田町の欄に〇を記載すること。
2.完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

③参加を希望する工種

合
計

完
　
　
成
　
　
工
　
　
事
　
　
高

（千円）

① 競 争 参 加 資 格

希 望 工 種 区 分
② 年 間 平 均 完 成 工 事 高



様式2

土建大左 と石屋電管タ鋼筋舗しゅ板ガ塗防内機絶通園井具水消 清

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領

1 本表は、申請日現在で作成すること。

2 「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有するすべての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

3 「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は、「-（ハイフン）で区切ること。

4 「建設業許可業種」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すること。

営 業 所 一 覧 表

(上段)建 設 業 許 可 業 種

(下段)営 業 区 域

電話番号（上段）

FAX番号（下段）

番
号 番号

郵便
営 業 所 名 称 所 在 地



様式3

(建設工事の業種)　　　　　　　　　工事

1 本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。

2 本表は、直前１年間の完成工事について、記載された請負代金の額の合計が、完成工事に係る請負代金の額の合計のおおむね７割を越えるところまで、請負代金の額の大きい順に記載し、

それに続けて、直前１年間に着工した主な未完成工事について記載すること。

3 共同企業体（ＪＶ）として行った工事については、「元請又は下請の区別」の欄に、当該区別に係る記載のほかＪＶと付記すること。

4 「配置技術者氏名」の欄には、完成工事について、法第26条第１項又は第２項の規定により直前１年間に置かれた者の氏名をすべて記載すること。

5 土木一式工事についてこの表を作成する際には、「請負代金の額」の欄中「うち（　）」の括弧内に「ＰＣ」と記載し、各工事ごとにプレストレストコンクリート工事に該当する請負代金の額を記載する

こと。また、とび・土工・コンクリート工事について作成する際には「法面処理」、鋼構造物工事について作成する際には「鋼橋上部｣について同様に記載すること。

6 工事進行基準を採用している場合、その工事進行基準が適用される完成工事については、「請負代金の額」の欄に、その完成工事高を括弧書きで付記すること。

7 「合計」の欄には、完成工事の件数及び完成工事に係る請負代金の額の合計を記載すること。

8 下請工事については、「注文者」の欄には、直接注文した元請負人の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には、下請工事の名称を記載すること。

9 「請負代金の額」は、消費税抜きの金額を記載すること。

10 本表は、経営規模等評価申請書に添付した工事経歴書（直前１年分）の写しで代替することができる。

合　計 件 千円 千円

年　　月
年　　月
年　　月

年　　月
年　　月

配置技術者氏名

年　　月

年　　月

年　　月

記載要領

注 文 者

年　　月
年　　月

年　　月

工 事 名

年　　月

年　　月

下請の別

年　　月

元請又は

工 事 経 歴 書

都 道 府 県 名 完成(予定)年月

工事場所のあ 請負代金の額 (千円)

うち(　　 　）

着 工 年 月



上記の印鑑は、入札・見積りに参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領

のために使用したいのでお届けします。

平成　　年　　月　　日

吉　田　町　長 様

印代 表 者

使　用　印　鑑　届

使用印

商号又は名称

住 所



平成　　年　　月　　日

吉　田　町　長　　　　　様

印

１　入札及び見積に関する件

２　復代理人選定に関する件

３　契約の締結及び契約の履行に関する件

４　代金の請求及び受領に関する件

５　前各号に付帯する一切の件

平成　　年　　月　　日　から 平成　　年　　月　　日　まで

印

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

氏 名

　上記の者を代理人と定め、吉田町との間における下記の事項に関する権限を委任します。

住 所

商号又は名称（ 委 任 者 ）

氏 名

（委任期間）

委　　任　　状

住 所

商号又は名称（ 受 任 者 ）

（委任事項）

電 話 番 号



　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　年　　　月　　　日

吉　田　町　長　　　　様 第　　　　　　　　　　　　号

〒

印

下記のとおり変更があったので届出をします。

１．変更内容

「商号又は名称」及び「代表者名」を変更する場合はフリガナを付すること。

２．変更事項に係る添付書類名

記載要領
１　登録されている資格の種類を、表題の（建設工事、測量・建設コンサルタント等、物品製造等）に○印を付すこと。
２　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること。

変　更　年　月　日変　更　事　項 変　　　　更　　　　前 変　　　　更　　　　後

代 表 者 氏 名

一般競争(指名競争)参加資格審査申請書変更届
（建設工事、測量・建設コンサルタント等、物品製造等）

様式11

資格審査決定通知書の

交 付 年 月 日 ・ 番 号

住 所

商 号 又 は 名 称



様式１２

１

⑴　暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下
「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

⑵　暴力団員等（暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴
力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）に該当する者

⑶　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える
目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者

⑷　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取扱いを
する等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認めら
れる者

⑸　⑴から⑷までに該当するもののほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有
していると認められる者

⑹　役員等が、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手
方が⑴から⑸までのいずれかに該当することを知りながら、当該契約を締結したと認められ
る者

２

３

４

５

　　　平成　　年　　月　　日

吉田町長　　　　　　 　様

住所

商号

氏名（法人にあっては、代表者の氏名）　印

　上記１から４までに反する場合の契約の解除等、町が行う一切の措置について異議の申立て、
また、本契約解除によって生じた損害の賠償請求も行いません。

　当社の役員等（法人にあっては業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を
いい、個人にあってはその者及び支配人をいう。以下同じ。）は、次に掲げる者のいずれにも該
当しません。

暴力団排除に関する誓約書及び照会同意書

　当社（団体である場合は当団体、個人である場合は私。以下同じ。）は、下記事項について誓約
します。
　また、町が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部（牧之原警察署）に、別紙役員等名簿
により照会することを承諾し、照会で確認された情報は、今後、当社が町と行うほかの契約等にお
ける身分確認に利用することに同意します。

　１の各号に掲げる者が、当社の経営に実質的に関与していません。

　本契約に関し、当社が下請負者（下請が数次にわたるときは、その全てを含む。以下同じ。）
を使用する場合は、当該下請負者が上記１に該当しないことを書面で確認します。

　本契約に関し、当社又は下請負者が暴力団員等による不当要求を受けた場合には、断固として
これを拒否し、速やかにこれを警察本部又は管轄警察署に報告し、必要な協力を行います。



別紙

住所
商号
氏名（法人にあっては、代表者の氏名）　印

平成　　年　　月　　日現在の役員等

役職
フリガナ
氏　　名

生年月日 性別 住　　　　所

１

２

記入要領
１

２

３

４

　本様式を吉田町が静岡県警察本部（牧之原警察署）に照会することに異議ありません。

　虚偽の記載等を行った場合には、競争参加資格の取消し及び契約の解除等がなされても
異存ありません。

５

６

７

８

９

10

　法人にあっては非常勤を含む役員、契約等の権限を委任する支店又は営業所等を代表す
る者で役員以外の者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表
者、理事等、契約等の権限を委任する支店又は営業所等を代表する者で代表者、理事等以
外の者、個人にあっては当該個人、契約等の権限を委任する支店又は営業所等を代表する
者（以下「役員等」という。）の役職名、氏名、氏名のフリガナ、生年月日、性別、住所
を記載してください。

　提出に当たっては、氏名、生年月日等の個人情報が３の目的のために提出又は利用され
ることについて、必ず当該名簿に記載されている全員の同意を取ってください。

　この名簿は、役員等が誓約書の１及び２に該当するか否かを確認するために利用し、そ
れ以外の目的のために提供又は利用するものではありません。

　提出した役員等名簿に変更があった場合は、変更があった都度当該名簿を提出してくだ
さい。

役　　員　　等　　名　　簿

番号

１

２

３

４


